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この一連の施策として、介護保険の確立が挙げられる。介護保険法は 1997 年 12 月「高
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払い機関である国民健康保険団体連合会となる（介護保険法 176 条 1 項）23。
申請代行や訪問調査といった市町村の保険業務に、その後契約行為の当事者となる介護支
援事業者を関与させたことは、措置から契約へ制度転換や保険給付の利用手続における行政
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と規定されている（居住サービス等基準 8 条 1 項、介護老人福祉施設基準 4 条 1 項、等）。
これらは、介護保険サービスの利用に際して、要支援・要介護者に課したものと考えられる










に必要な情報の提供義務を課し（介護保険法 3 条 1 項）、社会福祉法では、社会福祉事業者
に対し、情報提供（社会福祉法 75 条）、利用契約申込時の説明義務が課せられる（社会福
祉法 76 条）。しかし、これからの規定は努力義務と解釈されている 32?要介護者保護の観点
から一考の余地があるとする。
サービスの提供に関しては、いずれの運営基準も、「正当な理由」のないサービス提供拒
否を禁止している（居宅サービス等基準 9 条、介護老人福祉施設基準 4 条の 2、等）。この
「正当な理由」に該当する場合としては、訪問介護では、当該事業所の現員からは利用申込
に応じきれない場合、利用申込者の居住地が当該事業者の通常の事業の実施地域外である場
29 保険給付については、岩村正彦『社会保障法Ⅰ』前掲書、pp.56 － 112、参照。
30 松本恒雄「サービス契約の法理と課題」（池田真朗ほか『マルチラテラル民法』有斐閣、
2002 年、pp.302 － 307）、参照。







員、設備及び運営に関する基準について』25 号、1999 年 9 月 17 日）。こうした介護事業者



























33 伊藤周平『改革宣言介護保険』前掲書、pp125 － 126。










































38 我妻栄・有泉亨　補訂者 川井健『新版 民法 1 総則・物権法』一粒社、1992 年、pp.35
－ 36。




































































































省介護制度改革本部『介護保険制度の見直しについて』2004 年 12 月、p.13。等参照。
48 水野裕「介護保険制度と高齢者の意思能力」（『老年精神医学雑誌』2002 年 10 月号、ワ
ールドプランニング、p.1129）。水野は旧法下における心神喪失は意思無能力であることが
通説であると述べ、事理弁識能力を欠く状態を心神喪失であると解していたとし、意思能力
とは事理弁識能力であるという論を立てている。
介護保険制度における保険契約と福祉契約
